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研究要旨  
【背景】テレワークは新型コロナウイルス感染症（COVID-19）対策として急速に普及し、ポストコロナに
おいても多くの企業で継続されている。一方で、身体活動量の減少や自宅における作業環境に起因する健康
リスクが指摘されており、テレワークが勤労者の身体機能や不調に及ぼす影響を明らかにすることが求めら
れている。 
【方法】令和 5 年度および 6 年度の 2 回の調査に参加した勤労者 85 名〔男性 53 名、女性 32 名、41.6±
10.1 歳（範囲：23～60 歳）〕を対象に、Web アンケートによりテレワーク頻度を把握し、身体組成（体
重・骨格筋量・体脂肪率）、体力（30 秒椅子立ち上がり回数）、反応速度（跳躍反応時間）、腰・首の痛みの
有無を評価した。 
【結果】2 回の調査におけるテレワーク頻度は全体的に低下していた。継続的に高頻度のテレワークを行っ
ていた群（高頻度群）は、低頻度群と比較して、体重、骨格筋量、体脂肪率の変化量に有意な群間差が認め
られた（P<0.05）。具体的には、高頻度群では体重および体脂肪率に増加傾向がみられた一方（体重：0.9±
1.7kg、体脂肪率：0.4±1.6%）、低頻度群ではこれらが減少傾向を示した（体重：-0.4±3.6kg、体脂肪率：-
0.6±2.8%）。また、体力の有意な改善が確認された（26.5±4.5 回→31.8±4.3 回、P<0.001）が、テレワー
ク頻度による差は確認されなかった。 
【結論】継続的な在宅勤務が身体組成に影響を及ぼす可能性が示唆された。その一方で、テレワーク頻度の
低下が身体組成の改善に関与する可能性も示された。今後は、勤務形態に加えて作業環境や生活習慣への配
慮を含めた包括的な健康支援策の構築が必要である。 
 

 

 

Ａ．研究目的 
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の世界的

流行により、テレワーク（在宅勤務）は急速に拡大し、
現在では多くの企業や労働者にとって一般的な働き
方となっている1)。感染対策として導入されたテレワ
ークは、業務効率の向上やワークライフバランスの

改善といった利点が認められ2-4)、ポストコロナにお
いても多くの企業で継続されている。一方で、企業や
業種によっては出勤に戻るケースや出勤とテレワー
クを併用するハイブリッド勤務も増加しており、勤
務形態は多様化している。 

テレワークにおいては、通勤の機会がなくなるこ
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とで日常的な身体活動が減少し、座位時間が増加す
るなど、身体機能の低下や生活習慣病リスクの上昇
が懸念されている。特に日本の調査では、テレワーカ
ーは非テレワーカーに比べて歩数が著しく少なく、
座位時間が長いことが報告されている5, 6)。また、自
宅の作業環境が整っていないことで姿勢が悪化し、
首や腰などに痛みを感じるケースも多いことが知ら
れている。 

こうした背景を踏まえ、本研究では、日本人勤労者
を対象に、テレワークが身体組成、体力、および身体
的な不調（特に関節痛や筋骨格系の違和感）に与える
影響を検討することを目的とした。 
 
 
Ｂ．研究方法 

研究協力者（東京医科大学および公益財団法人明
治安田厚生事業団）とともに、令和4年度および5年
度に引き続き、令和6年度も同一の協力企業（建設業）
において調査を実施した。なお、令和6年度の調査に
は、173名（男性109名、女性64名）のオフィスワー
カーが参加した。平均年齢は40.1±10.0歳（範囲：22
～61歳）であった。 

本研究では、令和5年度および6年度の2回の調査に
参加した85名〔男性53名、女性32名、41.6±10.1歳
（範囲：23～60歳）〕を対象として、身体組成、体
力、腰および首の痛みに関する縦断的な分析を行っ
た。 

身体組成測定では、マルチ周波数体組成計
（TANITA MC-780A-N：タニタ社製）を用いて体
重、骨格筋量、体脂肪率を評価した7)。体力測定の項
目は、椅子立ち上がりテスト（下肢筋機能）および跳
躍反応時間テスト（反応速度）とした。椅子立ち上が
りテストでは、対象者に対しアームのない椅子から
「立ち上がる」「座る」の動作を30秒間できるだけす
ばやく繰り返すよう指示した8, 9)。その際、膝関節の
完全伸展および臀部の椅子接触を条件とした。測定
においては、椅子の脚部と背もたれを壁に寄せ、椅子
の動揺を防止した。動作内容の説明と練習を行った

後、本測定を1回実施し、正確な回数をスタッフがカ
ウントした。 

跳躍反応時間テストは、全身反応測定器（TKK. 
5408、竹井機器工業社製）を用いて実施した10)。当該
装置は光刺激に対する跳躍反応の速度を評価するも
のである。対象者には、マット上に立った状態で待機
し、2m前方に設置された光刺激装置（三脚に装着）
が赤く点灯した時点で、できるだけすばやくジャン
プするように指示した。その際、両足がマットから離
れることで測定が完了することを説明した。動作内
容を説明し、1回の練習試技を行った後、正式な測定
を5回実施した。得られた5回の反応時間のうち、最
大値と最小値を除いた3回の平均値を本研究におけ
る測定値とした。 
 身体的不調に関する情報は、Webアンケートを用
いて対象者から自己申告で収集した。腰および首の
痛みについて、それぞれ「あなたの腰痛（または首の
痛み）についてお聞きします。最近1ヶ月のあなたの
腰痛が仕事に与えた影響について、最も当てはまる
ものを選択してください。」という設問を設け、以下
の4つの選択肢から1つの回答を求めた。 
 
1）腰痛（または首の痛み）はなかった 
2）腰痛（または首の痛み）はあったが、仕事に支障
はなかった 
3）腰痛（または首の痛み）のため仕事に支障をきた
したこともあったが、休職（欠勤）はしなかった 
4）腰痛（または首の痛み）のため休職（欠勤）した
ことがある 
 

本研究では、令和5年度と6年度の回答を比較し、
痛みが「ない」から「ある」へ変化した者を「新規発
症」、状態が進行した者を「悪化」と定義した。 

テレワーク頻度についても、Webアンケートを通
じて回答を得た。設問は、「最近1ヶ月に、どのくら
いの頻度でテレワークを行っていましたか？」とし、
以下の選択肢から1つの回答を求めた。 
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1）していない  2）月1回   3）月2～3回 
4）週1回     5）週2～3回  6）週4～5回 
7）ほとんど毎日（週6～7回） 
 

本研究では、テレワーク頻度の回答から対象者を
テレワークなし、週1日以下、週2～3日、週4日以上
に分類した。また、週2～3回以上の実施を高頻度テ
レワークと定義し、2回の調査ともに週2～3回より多
いテレワーク頻度と回答した者をテレワーク高頻度
群（高頻度群）、その他をテレワーク低頻度群（低頻
度群）とした。 
 
Ｃ．研究結果 

対象者のテレワーク頻度は、令和5年度調査では、
テレワークなしが3名、週1日以下が31名、週2～3日
が36名、週4日以上が15名であった。令和6年度調査
では、テレワークなしが10名、週1日以下が38名、週
2～3日が30名、週4日以上が6名であった。なお、令
和6年度調査では、テレワーク頻度に関する回答がな
かった者が1名存在した。カイ二乗検定の結果、令和
5年度と6年度のテレワーク頻度分布には有意な差が
認められ（P<0.001）、令和6年度では全体的にテレ
ワーク頻度が低下していた。 

対象者の令和6年調査における体格は、身長が
167.2±8.7cm、体重が65.1±14.9kg、Body mass index
が23.1±4.1kg/m2であった。また、跳躍反応時間は
374.8±55.6m秒であった。 

2回の調査における変化をみると、椅子立ち上がり
回数は26.5±4.5回から31.8±4.3回と有意に向上し
ていた（P<0.001）。一方、体重、体脂肪率、骨格筋
量については有意な変化が観察されなかった〔体重：
65.1±15.4 kg→65.1±14.9kg（P=0.852）、骨格筋量：
46.2±9.8kg→46.4±9.7kg（P=0.168）、体脂肪率：
24.4±7.3%→24.4±7.3%（P=0.480）〕。 

2回の調査におけるテレワーク状況を確認すると、
33名（男性20名、女性13名、38.4±8.4歳）が高頻度
群、51名（男性32名、女性19名、41.6±10.8歳）が低
頻度群に該当した。なお、両群間に女性割合や年齢の

有意差は認められなかった。両群の各指標の変化を
比較したところ、体重、骨格筋量、体脂肪率で有意な
群間差が検出された（図1：P<0.05）。体重の変化量
は、高頻度群で0.9±1.7kg、低頻度群で-0.4±3.6kg、
骨格筋量の変化量は、高頻度群で0.5±0.8kg、低頻度
群で0.0±1.0kg、体脂肪率の変化量は、高頻度群で0.4
±1.6%、低頻度群で-0.6±2.8%であった。一方、椅
子立ち上がり回数の変化量に有意な群間差は認めら
れなかった（高頻度群：6.3±5.9回、低頻度群：5.1±
3.3回、P=0.312）。なお、跳躍反応時間は令和5年度
では未実施であったため、比較の対象としなかった。 

腰痛は、新規発生が6件、悪化が11件で、首の痛み
は新規発生が9件、悪化が15件であった。しかしなが
ら、高頻度群と低頻度群の間で、新規発生や悪化の割
合に有意な差は認められなかった。 
 
Ｄ．考察 

本研究では、同一企業に勤務する勤労者を対象に、
令和5年度および6年度の2時点で調査を実施し、テレ
ワーク頻度と身体組成・体力・関節の痛みの変化との
関連を検討した。2回の調査で週2～3回以上のテレワ
ークを継続していた高頻度群と、それ以外の低頻度
群を比較したところ、体重・骨格筋量・体脂肪率の変
化量に群間で有意な差が認められた。特に体重およ
び体脂肪率については、高頻度群では増加傾向が、低
頻度群では減少傾向がそれぞれみられた。これらの
結果は、継続的なテレワークが身体組成の変化に影
響を及ぼす可能性を示唆している。加えて、本調査で
はテレワーク頻度が全体的に低下していたこと、お
よび低頻度群で体重や体脂肪率の減少傾向がみられ
たことから、テレワーク頻度を下げることが身体組
成の改善に寄与する可能性も考えられる。通勤を含
む日常的な移動や活動機会の回復が、身体組成に良
好な作用をもたらしたと考えられ、今後の勤務形態
設計においては、テレワーク頻度そのものの調整が
健康管理の一手段となりうる。 

一方、椅子立ち上がり回数は、2回の調査間で全体
として有意に向上したが、テレワーク頻度別の群間
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差はみられなかった。この結果には、測定への慣れや
初回調査結果のフィードバックによる行動変容（教
育的介入）が影響した可能性がある。また、テレワー
ク頻度の低下により通勤機会が増加し、日常的な身
体活動量が回復したことが、下肢筋機能の改善に寄
与した可能性も考えられる。 

腰痛および首の痛みについては、新規発生や悪化
の報告が一定数あったが、テレワーク継続の有無に
よる群間差は確認されなかった。これらの症状は、作
業姿勢や使用するデスク・椅子の種類、テレワーク環
境の個人差などの影響が大きく、単純なテレワーク
頻度だけでは説明が難しいと考えられる。 
 本研究の限界として、テレワーク頻度は各年度の
調査時点における直近1ヶ月間の自己申告に基づい
ており、年間を通じた勤務形態の変化を十分に把握
できていない点が挙げられる。また、生活習慣やテレ
ワーク環境といった個人差の大きい要素を十分に考
慮できなかったことにも注意が必要である。今後は、
テレワーク頻度の長期的な変化に加えて、作業環境
や生活習慣といった多様な要因と健康指標との関連
を包括的に捉える研究が求められる。 
 
Ｅ．結論 

本研究の結果、継続的なテレワークの実施は、身体
組成、すなわち、体重、体脂肪率、骨格筋量の変化に
影響を及ぼす可能性が示された。長期的なテレワー
クは、体重や体脂肪率の増加に対して負の作用を及
ぼす可能性がある。一方、体力や関節の痛みとの関連
は確認されなかった。これらの知見は、安全衛生に配
慮したテレワークの社会的推進に活用できると考え
られる。 
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図1．体重、骨格筋量、体脂肪率、椅子立ち上がり回数の群間比較 
高頻度群：2回の調査ともに週2～3回より多いテレワーク頻度と回答した者33名（男性20名、女性13名、38.4
±8.4歳）、低頻度群：その他のテレワーク頻度と回答をした者51名（男性32名、女性19名、41.6±10.8歳） 
 

- 37-


